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要　旨
　本研究は，A市の状況に適した緩和ケア推進への取組を検討するための基礎資料と
して，A市に従事する看護職を対象とした緩和ケアの実態と地域連携の現状を明らか
にすることを目的とした．A市に従事する看護職を対象として，看取り経験の有無，
がん患者へのケア経験の有無，緩和ケアに関する教育の有無，緩和ケアの実態として
「緩和ケアに関する知識・実践・困難感尺度」，地域連携の現状について「医療介護福祉
の地域連携尺度」で構成した自記式質問紙調査を実施した．
　緩和ケアの知識の正答率が高かったのは【理念】であり，低かったのは【せん妄】で
あった．実践では【疼痛】の実施度が高く，【せん妄】の実施度が低かった．困難感は，
【症状緩和】が最も高かったが，それ以外は困難な状況はみられなかった．地域連携は，
【地域の相談できるネットワークがある】が最も高く，【地域の関係者の名前と顔・考え
方がわかる】が最も低い値を示した．
　A市の看護師による緩和ケアは，理念を十分に理解したうえで，疼痛，呼吸困難な
どの症状緩和や心のケア，看取りのケアが実施されていた．強化すべきことは，疼痛，
呼吸困難，せん妄，消化器症状に関わる薬物療法の知識が全般的な不足を補い，地域で
生活する患者を見据えた地域連携体制の整備が必要と考える．
キーワード：緩和ケア，がん看護，地域連携
　Ⅰ．緒言
　日本におけるがん対策は，2006年にがん対策基本法が成立し 2012年にはがん対策推進基本計
画が見直され，がんと診断された時からの緩和ケアの推進が改めて提示されている．緩和ケアを
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推進してくための方策として厚生労働省は，がん診療連携拠点病院を中心とした緩和ケアチーム
の整備，苦痛のスクリーニングの活用促進，普及啓発や教育などの対策を打ち出した．
　医療者に対する緩和ケア教育は，e-Learningを用いた院内緩和ケア教育（川﨑他，2012）や，
Liverpool Care Pathway 日本語版を導入したプログラムなどが実施されている（長谷川・田口・
葛谷・杉山，2015）．その他，認定看護師やがん専門看護師などのスペシャリスト養成の推進や，
ジェネラリストに向けて開発された米国のプロジェクトを基に日本語版として開発された End-
of-Life Nursing Education Consortium Japan（ELNEV-J）（竹之内，2009）による研修会が
開催され，多くの看護師が受講している．
　介護施設においては，緩和ケアの中でも終末期ケアへの関心が高く，看護職および介護職によ
るケアの現状が明らかにされつつある．森本ら（2015）の報告によると，看取りケアを実施して
いる施設が 39%，取り組む意思がある 48%，点滴が可能 58%，医療用麻薬使用可能 23%であった．
介護施設において共通した終末期ケアは，利用者や家族の意思の尊重，その人らしく生活できる
ための環境整備，家族への心理的支援などであった（小林・山下，2016；小野，2015；後藤・間
瀬・榎本，2014；鈴木・流石，2012）．さらに，介護老人保健施設における終末期ケアの質の向
上を目指し，看護職の自己評価に焦点を当てた終末期ケア質評価指標の開発もみられている（横
矢・百瀬，2014）．
　がん対策に関する世論調査（内閣府，2014）において住民の緩和ケアに関する認識は，「知っ
ている」67.4％，実施される時期について「がんと診断されたときから」と回答した者が
57.9％，「がんの治療が始まったときから」が 21.8％，「がんが治る見込みがなくなったときから」
と答えた者が 13.9％であった．医療用麻薬についての印象は，「正しく使用すればがんの痛みに
効果的だと思う」が 55.7％，「正しく使用すれば安全だと思う」が 52.8％であった．緩和ケアや
医療用麻薬に関する正しい知識が５割以上を占めていることから，緩和ケアの認識は徐々に浸透
しつつある．
　医療や介護において，緩和ケアの推進に向けて様々な取り組みがされているが，超高齢社会が
迫り，緩和ケアを必要とする人々の療養の場は，病院から在宅，介護老人福祉施設へと拡大傾向
にある．全ての国民に一定水準の緩和ケアを提供するためには，医療の専門職だけはではなく介
護や福祉の関係者も含めた知識・技術の向上と，地域が一体となった連携体制が不可欠となる．
　厚生労働科学研究費補助金第 3次対がん総合戦略研究事業「緩和ケア普及のための地域プロ
ジェクト：OPTIMプロジェクト」は，がん患者の自宅死亡率，緩和ケア利用数，緩和ケアの質
評価の向上と，プロジェクトのプロセスを通じて緩和ケアの推進に有効な介入過程を作成するこ
とを目的に取り組まれた（「緩和ケアプログラムによる地域介入研究」班編，2012；2013）．
OPTIMプロジェクトは，地域緩和ケアの包括的なプログラムが成果を生み出すことを立証し，
地域に根ざした組織の構築の必要性を明らかにした．
　研究者の所属大学が所在する A市は，離島を含む 5市 5町村からなる 2次医療圏に属してお
り，地域医療資源をみると全国平均を下回っている．がん診療や緩和ケアに関する医療提供体制
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は，2017年 10月現在，国指定のがん診療拠点病院がなく，県指定のがん診療拠点病院が 1施設
あり，2018年度に緩和ケア病棟が 1施設，新設を目指している状況である．日本緩和医療学会
認定の緩和医療専門医や日本看護協会認定のがん看護専門看護師・認定看護師はＡ県内でも人口
10万人対比で少数であるが，本医療圏には緩和医療専門医は不在であり，暫定指導医が 1名，
がん看護専門看護師が 1名，がん性疼痛および緩和ケアの認定看護師が数名いるのみである．
　A市を含む 2次医療圏は，県のがん対策推進計画（第 2期）に基づき，住み慣れた地域で就
労等の社会生活を継続し，治療や緩和ケアが受けられる体制づくりを打ち出している．現状とし
て専門職を含めた地域の人々が，がん患者の療養に活用できる資源を十分に把握できておらず，
活用しきれていないことが推測される．本研究は，所属大学が位置する A市を対象として，地
域緩和ケアの推進を図るための組織の構築を検討する．
　地域において連携体制の構築が求められるが，医療圏内からみても病院や訪問看護，介護老人
福祉施設における緩和ケアの提供体制や地域連携は未整備な状態である．
　本研究は，A市の状況に適した緩和ケア推進への取組を検討のための第一段階として，A市
に就業している看護職を対象に，緩和ケアの実態と地域連携の現状を明らかにすることを目的と
する．
　Ⅱ．研究方法
　１．対象者
　Ａ県の健康福祉部保健医療局および健康福祉部高齢福祉課介護保険指定・指導グループに公開
されている，A市に所在する病院，一般診療所（歯科を除く），訪問看護ステーション，介護老
人保健施設，特別養護老人ホーム，居宅サービス事業所，居宅介護支援事業，介護保険施設，市
町村（合計 139施設）に就業している看護職（保健師・助産師・看護師・准看護師）を対象とし
た．
　２．データ収集のための手続き
　対象施設の施設長に対して，研究の趣旨，目的，方法を記載した説明文を送付し，研究協力が
得られる場合のみ，同封したはがきに施設名および協力が得られる看護職の人数の記入と，郵送
による返信を依頼した．返信が得られた施設に対して，協力者への研究に関する説明文と自記式
質問紙調査票を送付した．施設長に対象者へ調査票を配布することを依頼し，調査票は協力者の
個別の郵送により回収した．
　３．データ収集方法および質問紙の構成
　データは，自記式質問紙調査により収集する．
　データの内容は，対象者の属性として，就業施設および現在従事している専門職（保健師・助
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産師・看護師・准看護師）の種類と，その他，2件法で回答を得る看取り経験の有無，がん患者
へのケア経験の有無，緩和ケアに関する教育の有無で構成した．
　緩和ケアの実態については，「緩和ケアに関する知識・実践・困難感尺度」（宮下，2016）を用
いた．緩和ケアに関する知識は，【理念】【疼痛・オピオイド】【呼吸困難】【せん妄】【消化器症
状】の 5ドメイン 20項目で構成されており，「正しい」「間違っている」「わからない」の 3件法
で回答を得た．実践については，【疼痛】【呼吸困難】【せん妄】【看取りの経験】【コミュニケー
ション】【患者・家族中心のケア】の 6ドメイン 18項目で構成され，「1点：行っていない」か
ら「5点：常に行っている」の 5件法で尋ねた．困難感は，【症状緩和】【専門家の支援】【医療
者間のコミュニケーション】【患者・家族とのコミュニケーション】【地域連携】の 5ドメイン
15項目からなり，「1点：思わない」から「5点：非常によく思う」の 5件法で回答を得た．
　地域連携の現状については，阿部・森田（2014）が開発した「医療介護福祉の地域連携尺度」
を活用した．この尺度は，信頼性・妥当性が確認されており，【他の施設の関係者とやりとりが
できる】【地域の他の職種の役割が分かる】【地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】【地域
の多職種で会ったり話し合う機会がある】【地域の相談できるネットワークがある】【地域のリ
ソースが具体的にわかる】の 6ドメイン 26項目の構成で「1点：思わない」から「5点：そう思
う」の 5件法で評価を得た．
　
　４．データ分析
　対象者の属性および看取り経験，がん患者へのケア経験，緩和ケアの教育経験は，記述統計を
用いた．「緩和ケアに関する実践・困難感尺度」および「医療介護福祉の地域連携尺度」は，ド
メインおよび項目ごとに記述統計を用いた．「緩和ケアに関する知識」については，ドメインお
よび項目ごとの正答率と，「正解」を 1とし，「不正解」および「わからない」を 0としてドメイ
ンの合計得点を算出した．
　就業施設および緩和ケア教育の経験の有無と「緩和ケアに関する知識・実践・困難感尺度」お
よび「医療介護福祉の地域連携尺度」について各尺度のドメインごとに t検定による差の検定を
行った．有意確率は p＜ 0.05とした．
　Ⅲ．倫理的配慮
　倫理的配慮として，研究対象者および対象施設に対して，研究の趣旨，調査への協力が自由意
思であること，データは個人が特定されないように厳重に取り扱うことについて文章で説明し
た．研究協力への同意は，調査票の返信をもって得ることとした．「医療福祉介護の地域連携尺
度」の使用に際し，尺度作成者の承諾を得た．本研究は，日本福祉大学「人を対象とする研究」
に関する倫理審査委員会の承認（申請番号 16-26）を得て実施した．
79
A市の看護職による緩和ケアの実態と地域連携の現状に関する検討
　Ⅳ．結果
　１．対象者の概要
　施設への依頼文の配布数は 139件であり，協力が得られた施設が 12件（8.6％）であった．調
査票の配布数は 259名，回収数 130名（回収率 50.1％），有効回答数 126名（48.6％）であった．
　対象者の就業施設は，病院が 96名（76.2％）と最も多く，その他は 10名以下であり（表 1），
現在従事している専門職は，看護師 105名（83.3％），保健師 7名（5.6％），助産師 7名（5.6％），
准看護師 5名（4％），その他 2名（1.6％）となっていた．
　看取りを経験した対象者は 117名（92.9％）であり，がん患者への看護経験がある者は 113名
（89.7％）であった．緩和ケアに関して教育経験がある者は 73名（57.9％），ない者が 53名
（42.1％）みられた．
表１．対象者の就業施設
　２．緩和ケアに関する知識
　緩和ケアに関する知識の中で最も正答率が高かったのは【理念】の 83.4％であり，最も低かっ
たのは【せん妄】の 35.9％であった（表 2）．
　項目別にみると，【理念】の「緩和ケアの対象者は根治的治療法のない患者のみである（誤）」
が 85.7％で最も正答率が高く，次いで「緩和ケアはがんに対する治療と一緒に行わない（誤）」
の 81.0％，【消化器症状】の「末梢静脈が確保できなくなった場合，選択できる輸液経路は中心
静脈だけである（誤）」の 75.4％，【呼吸困難】の「患者の息苦しさと酸素飽和度は比例する
（誤）」の 73.8％であった．
　最も正答率が低かったのは，【呼吸困難】の「疼痛に対して医療用麻薬を定期的に使用してい
る場合，呼吸困難を緩和するために医療用麻薬を追加すると，呼吸抑制が起こりやすい（誤）」
の 11.9％であり，次いで「死亡直前の痰がのどもとでゴロゴロいうとき，抗コリン薬が有効で
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ある（正）」の 15.1％，【せん妄】の「死亡直前に苦痛をやわらげることができる方法が，鎮静
以外にはない患者がいる（正）」の 27.8％，「がん患者のせん妄の改善には，抗精神病薬が有効
なことが多い（正）」の 29.4％であった．
　知識のドメインの合計得点の平均値は，【理念】が 2点満点で 1.7± 0.7（平均値±標準偏差），
【疼痛・オピオイド】が 6点満点で 2.9± 1.7，【呼吸困難】が 4点満点で 1.7± 1.0，【せん妄】
が 4点満点で 1.4± 1.2，【消化器症状】が 4点満点で 2.3± 1.2となっていた．
　３．緩和ケアの実践
　緩和ケアの実践では，【疼痛】の平均値が 4.3± 0.8最も高く，【せん妄】が 3.4± 1.0と最も
低かった（表 3）．その他，【患者・家族中心のケア】が 41.± 0.7，【呼吸困難】が 4.0± 0.9，
表２．緩和ケアの知識の正答率と得点
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【コミュニケーション】が 4.0± 0.8，【看取りのケア】が 3.9± 0.9となっていた．
　項目で高い平均値を示したのは，【疼痛】の「鎮痛剤を臨時（レスキュー）で使用した場合，
その効果を把握している」が 4.4± 0.9，「患者の疼痛を評価するため，直接痛みの強さを聞く」
が 4.2± 0.9，「どんな時に疼痛が出現したのか，状況を把握している」が 4.2± 0.7，【呼吸困難】
の「息苦しさを訴える患者に対して，体位の工夫・室温調節・換気など環境を快適に保つように
している」が 4.3± 0.7，【患者・家族中心のケア】の「患者・家族のつらさについて，少しでも
わかろうとしている」が 4.2± 0.6であった．
　平均値が低い項目は，【せん妄】の「患者がせん妄になったとき，家族がどう思っているか，
表３．緩和ケアの実践の平均値
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表４．緩和ケアの困難感の平均値
聞いている」が 3.2± 1.1，「時計・カレンダーを置くなど，せん妄の予防・改善のケアをしてい
る」が 3.5± 1.1であった．
　４．緩和ケアへの困難感
　緩和ケアへの困難感の平均値は，【症状緩和】が 3.7± 1.0と最も高く，次に【患者・家族の
コミュニケーション】が 3.2± 1.1，その他，【医療者間のコミュニケーション】【地域連携】が
いずれも 2.7± 1.1，【専門家の支援】が 2.6± 1.3となっていた（表 4）．
　項目でみると，【症状緩和】の「がん性疼痛を緩和する方法の知識が不足している」が 3.7±
0.9，「呼吸困難や消化器症状を緩和する方法の知識が不足している」が 3.7± 0.9，「症状緩和に
ついて，必要なトレーニングを受けていない」が 3.7± 1.1，【患者・家族のコミュニケーション】
の「患者が悪い知らせを受けた後，声のかけ方が難しい」が 3.4± 1.1で高い平均値を示した．
　困難感が低い項目は，【地域連携】の「がん患者が，在宅医療に移行するための，病院，診療
所，訪問看護ステーション，ケアマネジャー等との間でカンファレンスがない」が 2.3± 1.1，
【専門家の支援】の「症状緩和に関して，相談できる緩和ケアの専門家がいない」が 2.4± 1.3
となっていた．
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　５．医療介護福祉の地域連携
　「医療介護福祉の地域連携」の平均値は，【地域の相談できるネットワークがある】が 3.0±
5.0と最も高く，【地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】が 2.3± 1.0と最も低かった
（表 5）．
　項目別の平均値では，【地域の他の職種の役割がわかる】の「患者（利用者）に関わる職種の
一般的な役割がだいたい分かる」が 3.3± 1.1と最も高く，【地域の相談できるネットワークが
ある】の「患者（利用者）に関わることで，気軽に相談できる人がいる」と「患者（利用者）に
関わることで困ったことは，誰に聞けばいいのかだいたいわかる」が 3.1± 1.2であった．
表５．医療介護福祉の地域連携の平均値
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　平均値が低かった項目は，【地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】の「地域で患者（利
用者）に関わっている人の，名前と顔がわかる」が 2.1± 1.0，「地域で患者（利用者）に関わっ
ている人の，性格，つきあい方がわかる」が 2.2± 0.9，【地域のリソースがわかる】の「地域で
患者（利用者）の訪問服薬指導をよく行っている薬局がわかる」が 2.2± 1.0となっていた．
　６．就業施設と緩和ケアの実態および地域連携との比較
　就業施設を病院（n=96）とその他の施設（n=30）にわけ，「緩和ケアの知識・実践・困難感」
および「医療介護福祉の地域連携」について，平均値の差を検討した（表 6）．
　「緩和ケアの知識」の【疼痛・オピオイド】（ｐ＜ 0.01），【呼吸困難】（ｐ＜ 0.01）および【消
化器症状】（ｐ＜ 0.01），「緩和ケアの実践」の【コミュニケーション】（ｐ＜ 0.05）において，
有意に病院の平均値が高かった．「緩和ケアの困難感」では，【専門家の支援】（ｐ＜ 0.01）にお
いてその他の施設が有意に高い困難感を示した．
表６．就業施設と「緩和ケアの知識・技術・困難感」「地域連携」の比較
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　７．緩和ケア教育の経験の有無と緩和ケアの実態および地域連携との比較
　緩和ケア教育を受けた経験を有（n=73），無（ｎ＝ 53）に分類し，「緩和ケアの知識・実践・
困難感」および「医療介護福祉の地域連携」に対して，平均値の差を検討した（表 7）．
　有意差がみられたのは，「緩和ケアの知識」の【理念】（ｐ＜ 0.01），【疼痛・オピオイド】（ｐ
＜ 0.001），【呼吸困難】（ｐ＜ 0.001），【せん妄】（ｐ＜ 0.01）および【消化器症状】（ｐ＜ 0.01），
「緩和ケアの実践」の【せん妄】（ｐ＜ 0.01），【コミュニケーション】（ｐ＜ 0.05），【患者・家族
の中心ケア】（ｐ＜ 0.05），「医療福祉連携の地域連携」の【他の施設の関係者とやり取りができ
る】（ｐ＜ 0.05）であり，緩和ケア教育を受けた経験有が有意に高い平均値を示した．「緩和ケ
アの困難感」については，【症状緩和】（P＜ 0.05）【患者・家族のコミュニケーション】（P＜
0.05）において緩和教育を受けた経験無が有意に高い困難感を示した．
表７．緩和ケア教育経験と「緩和ケアの知識・技術・困難感」「地域連携」の比較
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　Ⅴ．考察
　１．A市の看護師による緩和ケアの概観
　緩和ケアは，がんなどの生命を脅かす疾病に罹患した直後より開始され，がんの治療と併用し
ながら，身体的，心理社会的，スピリチュアルな苦痛を緩和する援助である．緩和ケアへの【理
念】については，８割以上が正解しており理解されている状況であった．内閣府（2017）の「が
ん対策に関する世論調査」においても，65.3％の人が緩和ケアという言葉を知っており，56.1％
の人が開始時期を回答することができていた．緩和ケアの認知度は，一般にも広がっていること
から，専門職である看護師の認知度が高いのは当然の結果といえる．
　本研究が参考とした，Sato Kazuki,et.al（2014）による OPTIMプロジェクトのがん診療拠
点以外の病院のデータと本研究結果と比較した．
　緩和ケアの知識については，【理念】を除き本研究結果が若干上回る値を示した．実践につい
ては，OPTIMプロジェクトの【疼痛】が 3.8± 0.8であるのに対して，本研究が 4.3± 0.8であ
り，その他全てのドメインにおいて高い値であった．困難感においては，【症状緩和】は同様の
傾向を示したが，それ以外は全般的に本研究結果が低い値であった．A市の緩和ケアの知識・
実践・困難感を概観した結果，OPTIMプロジェクトの結果よりも知識と実施度は高く，困難感
は低い状況であることがわかった．
　２．緩和ケアの症状緩和・心のケア・看取りのケアに関する現状
　A市の看護師による緩和ケアの現状について，疼痛，呼吸困難，消化器症状，せん妄などの
症状緩和，心のケア，看取りのケアについて検討を行う．
　緩和ケアの中でも疼痛緩和は，重要度および実施頻度が高い援助である．疼痛緩和は，【疼痛】
の平均値が 4.3と他と比べて高く，「患者の疼痛の評価」や「疼痛の出現時の状況把握」「鎮痛剤
の効果の把握」などが提供されていた．【呼吸困難】においても 4.0と高く，「苦しい状況を把握
している」「体位工夫，室温調節など」がなされており，ケアの提供が充実していることがうか
がわれた．
　しかしながら緩和ケアに関する知識は，【疼痛・オピオイド】が 6点満点中 3点未満であり，
【消化器症状】が 4点満点中 2.3点，【呼吸困難】が 4点満点中 1.7点，【せん妄】が 4点満点中
1.4点であり，全般的に低い得点であった．特に，「医療用麻薬投与中のペンタジンの投与が医
療用麻薬を減弱させる」「医療麻薬の使用は患者の生命予後に影響しない」「死亡直前の痰の喀出
に対する抗コリン薬の有効性」「抗精神病薬のせん妄への有効性」など薬物療法に関する知識不
足が顕著であった．
　困難感において【症状緩和】の「がん緩和する方法の知識の不足」「呼吸困難や症状緩和の方
法の知識不足」が高い傾向を示していた．
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　山本・遠藤・井川（2014）は，外科系病棟看護師に対して，術後疼痛および薬理学を含む疼痛
管理に関する知識を持つ必要性があると述べている．平山ら（2017）は疼痛ケアの実践状況の中
で，痛みの部位確認や鎮痛剤の効果の実践度は高かったが，薬物療法に関する医師以外や薬剤師
との協働性は低かったとしている．今回の研究結果は先行研究と同様に，疼痛や呼吸困難など症
状の観察やアセスメント，薬剤投与後の観察などは実施されているが，疼痛や呼吸困難，せん妄
に関する薬物療法や専門的な知識については，全般的に不足しているといえる．
　心のケアについては，患者や家族の気持ちを確かめる姿勢や，話ができる場所の環境の整備
や，いつでも話ができるように話しかけるなど，常に関心を寄せて関わっている状況がうかがわ
れた．一方，【症状緩和】に次いで【患者・家族のコミュニケーション】が高い困難感を示して
おり，「患者が悪い知らせを受けた後，声のかけ方が難しい」と感じていた．
　松下・野口・小林・松田・松下（2011）らが明らかにしたがん患者が受けた心のケア・サポー
トは，病名告知時に 7割が何らかの心のケアを受けており，サポート提供者の約 9割が医師であ
り，看護師は 3割弱であった．再発告知時については，4割程度が心のケアを受けており，提供
者は医師が 9割を占め，看護師は 2割強にとどまっていた（松下他，2011）．告知後や再発告知
などに悪い知らせがされる際は，医師が説明をするため，看護師がサポートとして関わることが
多い．心のケアへの関心が高いため，より適切に援助を提供したいという思いが，困難さにつな
がっていると推察される．
　看取りのケアについては 9割以上の対象者が経験しており，実践度が高かった．
　３．医療介護福祉の地域連携の現状
　A市の「医療介護福祉の地域連携」については，尺度の開発者である阿部・森田（2014）の
調査結果と比較すると，【地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】を除いた全てのドメイン
において本研究が低い傾向であった．
　地域の連携体制が未整備の状況ではあるが，【地域の相談できるネットワークがある】が最も
高く，「患者（利用者）に関わる職種の一般的な役割がだいたい分かる」や「患者（利用者）に
関わることで，気軽に相談できる人がいる」など多職種の役割を理解し，相談相手が明確になっ
ている状況が読み取れた．困難感のドメインにおいても，【専門家の支援】や【地域連携】が他
のドメインよりも低い値を示しており，専門家の支援が得られやすく，がん患者が在宅医療に移
行するためのカンファレンスが実施されている状況がうかがわれた．一方，「地域で患者（利用
者）に関わっている人の，名前と顔がわかる」や「地域で患者（利用者）に関わっている人の，
性格，つきあい方がわかる」などの個人的な人間関係形成には至っていない現状がとらえられ
た．
　専門家の支援や多職種によるカンファレンスが実施されている強みを生かしながら，地域で生
活する患者の状況を十分に把握し，地域連携体制の整備を進めることが大きな課題といえる．
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　４．A市の緩和ケア推進に向けた今後の取組み
　A市に就業する看護職は，緩和ケアの理念を十分に理解したうえで，疼痛，呼吸困難などの
症状緩和や心のケア，看取りのケアを提供していた．強化すべきことは，疼痛，呼吸困難，せん
妄，消化器症状に関わる薬物療法および症状緩和に関する専門的知識の不足を補い，地域で生活
する患者を見据えた地域連携体制の整備をすることである．
　薬物療法の知識には，緩和ケアの教育経験と病院施設で従事していることとの関連が確認され
た．緩和ケアの教育を受けた経験は 6割弱であり，基礎的知識の習得がいまだ十分ではない．
　病院に従事する医療者を対象とした緩和ケアの教育には，e-Learningを用いた院内緩和ケア
教育（川﨑他，2012）や，緩和ケアの教育プログラム（長谷川他，2015）がある．一方介護施設
においては，高齢者に対する緩和ケアの考え方，医療処置，コミュニケーション，死後の処置な
どの教育ニーズが高いが（平川・植村，2013），構造化された教育システムは無いのが現状であ
る．
　地域連携の促進もふまえた，病院以外の施設に従事する看護職が参加できる，緩和教育に関す
る研修会の企画や，阿部・堀籠・内島・森田（2015）によるケア・カフェ®の取組をすすめるこ
とも有効と考える．
　本研究の限界として，A市に就業する看護職を対象とした緩和ケアの実態に関する調査を試
みたが，研究協力への意思表示が示された施設が 8.3％と非常に少なかった．結果的に，対象者
数が少なく，施設に偏りがみられたため状況を十分に把握するには至らなかった．緩和ケアの実
践度が高いということが示されたため，この結果を手掛かりとして看護職に限らず多職種を含め
た緩和ケアの現状について把握し，具体的な介入方法の検討につなげたい．
　Ⅵ．結論
　本研究は，A市の状況に適した緩和ケア推進への取組を検討するための基礎資料として，A
市に就業する看護職を対象とした緩和ケアの実態と地域連携の現状を明らかにした．
　緩和ケアの実態として，【理念】は理解されており，【疼痛】【呼吸困難】【患者・家族中心のケ
ア】については実施されていた．一方，【呼吸困難】や【せん妄】に関する薬物療法の知識が低
く，【症状緩和】に困難を感じていた．地域連携は，【地域に相談できるネットワーク】をもって
いたが，【地域の関係者の名前と顔・考え方がわかる】関係までには至っていなかった．
　疼痛，呼吸困難，せん妄，消化器症状に関わる薬物療法や専門的知識の向上に向けて教育的介
入をすすめるとともに，地域で生活する患者を見据えた地域連携体制の整備が必要である．
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